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Ⅰ. 監査の基本事項、Ⅱ. 監査の実施手続き

Ⅱ. 監査の実施手続き 〇「監査の重点事項」を令和 8 年度版に更新
〇書類監査の実施計画を令和 8 年度版に更新

Ⅲ. 書類監査報告書等

全体 〇令和 7 年度の書類監査報告書等に差替え

Ⅳ. 実地監査マニュアル

Ｂ．検証基準
【一覧表】

「金融庁「監督指針」及び本協会
「社内規則策定ガイドライン」
との対照表」

〇貸金業者向けの総合的な監督指針の改正内容を反映
・金融庁「貸金業者向け総合的な監督指針」の項目名変更（「20 シ
ステムリスク管理態勢」：Ⅱ-２-4 システムリスク）

4. 顧客等に関する情報管理態
勢

〇個人情報の保護に関する法律施行規則の改正内容を反映
・第 8 条「個人情報保護委員会への報告」

（令和 7 年 10 月 1 日改正）
6. 取引時確認、疑わしい取引の

届出
〇「確認記録の参考様式（別表 8）」を最新の様式に差替え

9. 禁止行為 〇貸金業法の改正内容を反映（令和 7 年 10 月 1 日改正）
・第 20 条「特定公正証書に係る制限」

〇貸金業法施行規則の改正内容を反映（令和 7 年 10 月 1 日改正）
・第 18 条「特定公正証書の作成に係る説明事項」

14. 書面の交付義務 〇貸金業法の改正内容を反映（令和 7 年 10 月 1 日改正）
・第 20 条「特定公正証書に係る制限」

〇貸金業法施行規則の改正内容を反映（令和 7 年 10 月 1 日改正）
・第 18 条「特定公正証書の作成に係る説明事項」

20.システムリスク管理態勢 〇貸金業者向けの総合的な監督指針の改正内容を反映
・Ⅱ-２-4 システムリスク

（令和 7 年 10 月 1 日改正、令和 8 年 7 月 17 日改正）
（特記事項として「監督指針（Ⅱ-２-4 システムリスク）」にインタ

ーネット取引に関する規定（Ⅱ-２-4 -2）が追加された旨を明記）
その他 上記の他、表現補足等所要の改訂

B. 検証基準《別表》
【別表 2】本人確認書類 〇JAFIC「犯罪収益移転防止法の概要」（令和 7 年 12 月 2 日時点）の

記載内容に準じた記述に変更

チェックリスト（主な着眼点）
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2. 法令等遵守態勢
項目：No.1

〇社内規則策定ガイドラインの直近の改正に関する記述を更新

20．システムリスク管理態勢
項目：No.3、10、11、12

〇貸金業者向けの総合的な監督指針の改正内容を反映
（令和 7 年 10 月 1 日改正、令和 8 年 7 月 17 日改正）

・「Ⅱ-２-4 - 1 システムリスク管理」
・「Ⅱ-２-4 - 2 インターネット取引」が新設されたことから、着眼
点を 5 項目追加

その他 上記の他、表現補足等所要の改訂
以上
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別冊チェックリスト（主な着眼点） 検証項目数等

No. 監 査 項 目

検証項目数 内訳
着眼点数

※検証項目数 法 令
自主規制

基本規則

監督指針、

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

1 経営管理等 4 0 0 4 10

2 法令等遵守態勢 4 3 1 0 10

3 反社会的勢力による被害の防止 5 0 0 5 12

4 顧客等に関する情報管理態勢 9 7 0 2 19

5 外部委託 3 3 0 0 5

6 取引時確認、疑わしい取引の届出 6 6 0 0 11

7 相談、苦情及び紛争等の対応態勢 4 2 0 2 11

8 貸金業務取扱主任者 3 2 0 1 4

9 禁止行為 5 4 1 0 9

10 利息･保証料等に係る制限等 3 3 0 0 6

11 契約に係る説明態勢 5 1 2 2 9

12 過剰貸付けの防止 18 13 3 2 32

13 広告に関する規制 3 2 1 0 6

14 書面の交付義務 15 15 0 0 44

15 取立行為規制 3 2 0 1 6

16 帳簿の備付け等 7 7 0 0 17

17 債権譲渡等 5 2 0 3 5

18 営業店登録 2 0 2 0 3

19 過払金支払 1 0 0 1 1

20 システムリスク管理態勢 9 0 0 9 37

21 非営利特例対象法人 4 2 2 0 4

合    計 118 74 12 32 261

※着眼点数・・・「検証に際しての主な着眼点」欄の着眼点の数を、監査項目ごとに合計したもの。

別冊チェックリスト（主な着眼点） 検証項目数等

No. 監 査 項 目

検証項目数 内訳
着眼点数

※検証項目数 法 令
自主規制

基本規則

監督指針、

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

1 経営管理等 4 0 0 4 10

2 法令等遵守態勢 4 3 1 0 10

3 反社会的勢力による被害の防止 5 0 0 5 12

4 顧客等に関する情報管理態勢 9 7 0 2 19

5 外部委託 3 3 0 0 5

6 取引時確認、疑わしい取引の届出 6 6 0 0 11

7 相談、苦情及び紛争等の対応態勢 4 2 0 2 11

8 貸金業務取扱主任者 3 2 0 1 4

9 禁止行為 5 4 1 0 9

10 利息･保証料等に係る制限等 3 3 0 0 6

11 契約に係る説明態勢 5 1 2 2 9

12 過剰貸付けの防止 18 13 3 2 32

13 広告に関する規制 3 2 1 0 6

14 書面の交付義務 15 15 0 0 44

15 取立行為規制 3 2 0 1 6

16 帳簿の備付け等 7 7 0 0 17

17 債権譲渡等 5 2 0 3 5

18 営業店登録 2 0 2 0 3

19 過払金支払 1 0 0 1 1

20 システムリスク管理態勢 12 0 0 12 41

21 非営利特例対象法人 4 2 2 0 4

合    計 121 74 12 35 265

※着眼点数・・・「検証に際しての主な着眼点」欄の着眼点の数を、監査項目ごとに合計したもの。



実地監査マニュアル 別冊チェックリスト（主な着眼点） 主な改訂箇所

4

旧（第 12版） 新（第 13版）

２．法令等遵守態勢 （監督行政庁・貸金業協会への届出等を含む）

No.
区

分

検証項目

【関連法令等】
検証に際しての主な着眼点 検証物件等

検証

結果

1 ■ 社内規則等の
策定
【貸金業法１２条

の２、施行規則１

０条の６、自主規

制１１条】

a. 社内規則等は、協会の自主規制規則に則った内容になっているか 社内規則、

業務マニュア

ル
※ 社内規則等については、貸金業者のそれぞれの規模・特性に応じて、創意・工夫を生か

し、法令及び法の趣旨を踏まえ自主的に策定する必要があるが、その内容については協会

の策定する自主規制規則に則った内容が求められる（監督指針Ⅱ－２－１）

b. 社内規則等は、定期的又は必要に応じ、見直しが行われているか

注) 社内規則策定ガイドラインの直近の主な改正

《令和6年9月改正》   （協会案内発信日R6.9.5）

  民間事業者が書面によって縦覧に供することが定められている資料について、「15 取引履

歴の開示」にインターネットで縦覧に供することが可能になった旨を追記。

《令和6年12月改正》   （協会案内発信日R6.12.25）

・令和6年10月4日付で「貸金業者向けの総合的な監督指針」が改正され、また同日「金融

分野におけるサイバーセキュリティに関するガイドライン」が新設されたことから、「19.システム

リスク管理態勢」の一部を改正。

・令和6年11月1日付で「貸金業者向けの総合的な監督指針」が改正され、顧客の最善の利

益を勘案した誠実公正義務が新設されたことから、「１.経営管理等」の一部を改正。

《令和7年3月改正》   （協会案内発信日R7.3.10）

・令和6年12月2日付で「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）」等

が改正されたことから、「3-1 個人顧客情報の安全管理措置等（基本編）」の一部を改正。

・マイナンバーカードと被保険者証の一本化に関連する改正がなされ、令和6年12月2日付で

「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則及び令和6年12月2日付で「貸金業者

向けの総合的な監督指針」が改正されたことから、「5 取引時確認等の措置等」および「9 

禁止行為」の一部を改正。

《令和7年4月改正》   （協会案内発信日R7.4.11）

・マイナンバーカードと運転免許証の一体化に関する規定が整備されたことに伴い、令和7年

3月24日に犯収法施行規則が改正され、本人確認書類のうち「運転経歴証明書」の根拠法

令の条番号等が改正されたことから、「5 取引時確認等の措置等」を改正。

（追加）

2～4（略）

２．法令等遵守態勢 （監督行政庁・貸金業協会への届出等を含む）

No.
区

分

検証項目

【関連法令等】
検証に際しての主な着眼点 検証物件等

検証

結果

1 ■ 社内規則等の
策定
【貸金業法１２条

の２、施行規則１

０条の６、自主規

制１１条】

a. 社内規則等は、協会の自主規制規則に則った内容になっているか 社内規則、

業務マニュア

ル
※ 社内規則等については、貸金業者のそれぞれの規模・特性に応じて、創意・工夫を生か

し、法令及び法の趣旨を踏まえ自主的に策定する必要があるが、その内容については協会

の策定する自主規制規則に則った内容が求められる（監督指針Ⅱ－２－１）

b. 社内規則等は、定期的又は必要に応じ、見直しが行われているか

注) 社内規則策定ガイドラインの直近の主な改正

（削除）

《令和7年9月改正》   （協会案内発信日R7.9.26）

・令和7 年6 月24 日に「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則」が改正され、

個人番号カードと同等の機能を有するカード代替電磁的記録をスマートフォンに搭載できる

ことになったことを踏まえた規定が新設され、また、令和7 年8 月1 日に「犯罪による収益

の移転防止に関する法律」第8 条第1 項の規定に基づく疑わしい取引の届出に係る「疑わ

しい取引の参考事例」が改訂されたことから、「5 取引時確認等の措置等」の一部を改正。

《令和7年11月改正》   （協会案内発信日R7.11.21）

・「サイバー攻撃による被害が発生した場合の報告手続等に関する申合せ」（令和７年５月28

日関係省庁申合せ。）において、サイバー攻撃の被害組織の初動対応段階における負担軽

減のため、関係政府機関に対する報告様式の一部が統一されたことに伴い、令和７年10月

１日に「個人情報の保護に関する法律施行規則」及び「貸金業者向けの総合的な監督指

針」が改正されたことから、「3-1個人顧客情報の安全管理措置等（基本編）」及び「19 シス

テムリスク管理態勢」の一部を改正。

《令和8年4月改正》   （協会案内発信日R8.4.1）

・令和8年4月1日の介護保険法改正により、介護保険の被保険者証について、介護保険事

務以外での保険者番号・被保険者番号の告知要求が禁止されるとともに、金融庁より、被

保険者証の提示に関する留意事項として、被保険者証の写しを取得する際に当該番号等

にマスキングを施すこと等が示された。

また、犯収法施行規則の経過措置により、令和7年12月1日までは医療保険の被保険者

証を本人確認書類として利用可能であったが、現在は当該期間が終了し、本人確認書類と

しての利用は不可となった。これらを受け、「5 取引時確認等の措置等」の一部を改正。

2～4（略）
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２０．システムリスク管理態勢

No.
区

分

検証項目

【関連法令等】
検証に際しての主な着眼点 検証物件等

検証

結果

1 □ システムリスクに
対する認識、管
理態勢等
【監督指針Ⅱ－２

－４（１）①②③】

a. ～ e. （略） （略）

2 □ 情報セキュリテ
ィ管理
【監督指針Ⅱ－２

－４（１）④】

a ～ e. （略）

※ 「機密情報」とは、暗証番号、パスワード、クレジットカード情報等、資金需要者等に損失が

発生する可能性のある情報をいう（監督指針Ⅱ－２－４（１）④ト）

f ～ i. （略）

（略）

3 □ サイバーセキュ
リティ管理
【監督指針Ⅱ－２

－４（１）⑤】

a. （略）

b. インターネット等の通信手段を利用した非対面の取引を行う場合には、取引のリ
スクに見合った適切な認証方式を導入しているか

c. インターネット等の通信手段を利用した非対面の取引を行う場合には、業務に応
じた不正防止策を講じているか

（略）

4 □ システム監査
【監督指針Ⅱ－２

－４（１）⑦】

a. ～ c. （略） （略）

5 □ 外部委託管理
【監督指針Ⅱ－２

－４（１）⑧】

a ～ f. （略） （略）

6 □ コンティンジェン
シープラン
【監督指針Ⅱ－２

－４（１）⑨】

a. ～ c. （略） （略）

7 □ 障害発生時等
の対応
【監督指針Ⅱ－２

－４（１）⑩】

a. ～ d. （略） （略）

8 □ 障害発生等報
告書
【監督指針Ⅱ－２

－４（２）②】

a. （略）

※ 報告すべきシステム障害等・・・その原因の如何を問わず、貸金業者又は貸金業者から業

務の委託を受けた者等が現に使用しているシステム・機器（ハードウェア、ソフトウェア共）に

発生した障害（受払等業務委託先が設置した自動契約受付機又は現金自動設備に係るシ

ステムにおいて発生した障害を除く。）であって、借入れ・返済、契約の締結、書面の交付そ

の他資金需要者等の利便等に影響があるもの又はそのおそれがあるもの。ただし、一部のシ

ステム・機器にこれらの影響が生じても他のシステム・機器が速やかに代替することで実質

的にはこれらの影響が生じない場合を除く（監督指針Ⅱ－２－４（２）②（注）

※ 障害が発生していない場合であっても、サイバー攻撃の予告がなされ、又はサイバー攻撃
が検知される等により、資金需要者等や業務に影響を及ぼす、又は及ぼす可能性が高いと
認められる時は、報告を要する（監督指針Ⅱ－２－４（２）②（注）

b （略）

※ 復旧原因の解明がされていない場合でも１か月以内に現状について報告が必要（監督指
針Ⅱ－２－４（２）②）

（略）

9 □ 現金自動設備
に係るシステム
のセキュリティ
対策
【監督指針Ⅱ－２

－４（１）⑪】

a. ～ b. （略） （略）

２０．システムリスク管理態勢

No.
区

分

検証項目

【関連法令等】
検証に際しての主な着眼点 検証物件等

検証

結果

1 □ システムリスクに
対する認識、管
理態勢等
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（１）①②

③】

（同 左） （同左）

2 □ 情報セキュリテ
ィ管理
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（１）④】

（同 左）

※ 「機密情報」とは、暗証番号、パスワード、クレジットカード情報等、資金需要者等に損失が

発生する可能性のある情報をいう（監督指針Ⅱ－２－４―１（１）④ト）

（同 左）

（同左）

3 □ サイバーセキュ
リティ管理
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（１）⑤】

（同 左）

b. インターネット等の通信手段を利用した非対面の取引（以下「インターネット取引」
という。）を行う場合には、Ⅱ－２－４－２の規定に基づく適切な取扱いを確保する
ための態勢を整備しているか

（削 除）

（同左）

4 □ システム監査
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（１）⑦】

（同 左） （同左）

5 □ 外部委託管理
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（１）⑧】

（同 左） （同左）

6 □ コンティンジェン
シープラン
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（１）⑨】

（同 左） （同左）

7 □ 障害発生時等
の対応
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（１）⑩】

（同 左） （同左）

8 □ 障害発生等報
告書
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（２）②】

a. （略）

※ 報告すべきシステム障害等・・・その原因の如何を問わず、貸金業者又は貸金業者から業

務の委託を受けた者等が現に使用しているシステム・機器（ハードウェア、ソフトウェア共）に

発生した障害（受払等業務委託先が設置した自動契約受付機又は現金自動設備に係るシ

ステムにおいて発生した障害を除く。）であって、借入れ・返済、契約の締結、書面の交付そ

の他資金需要者等の利便等に影響があるもの又はそのおそれがあるもの。ただし、一部のシ

ステム・機器にこれらの影響が生じても他のシステム・機器が速やかに代替することで実質

的にはこれらの影響が生じない場合を除く（監督指針Ⅱ－２－４―１（２）②（注）

※ 障害が発生していない場合であっても、サイバー攻撃の予告がなされ、又はサイバー攻撃
が検知される等により、資金需要者等や業務に影響を及ぼす、又は及ぼす可能性が高いと
認められる時は、報告を要する（監督指針Ⅱ－２－４―１（２）②（注）

b. （略）

※ 復旧原因の解明がされていない場合でも１か月以内に現状について報告が必要（監督指
針Ⅱ－２－４―１（２）②）

（同左）

9 □ 現金自動設備
に係るシステム
のセキュリティ
対策
【監督指針Ⅱ－２

－４―１（１）⑪】

（同 左） （同左）
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２０．システムリスク管理態勢

No.
区

分

検証項目

【関連法令等】
検証に際しての主な着眼点 検証物件等

検証

結果

（追加）

２０．システムリスク管理態勢

No.
区

分

検証項目

【関連法令等】
検証に際しての主な着眼点 検証物件等

検証

結果

10 □ インターネット取
引におけるシス
テムリスクの管
理態勢およびセ
キュリティ管理
【監督指針Ⅱ－
２－４―2（１）
①②】

a. インターネット等の不正アクセス・不正取引等の犯罪行為に対する対策等につい
て、犯罪手口が高度化・巧妙化し、被害が拡大していることを踏まえ、最優先の
経営課題の一つとして位置付け、経営陣等において必要な検討を行い、セキュリ
ティ・レベルの向上に努めるとともに、利用時における留意事項等を顧客に説明す
る態勢が整備されているか。

b. インターネット取引に係る情報セキュリティ全般に関する方針を作成し、各種犯罪
手口に対する有効性等を検証した上で、必要に応じて見直す態勢を整備してい
るか。また、当該方針等に沿って個人・法人等の顧客属性を勘案しつつ、「金融
分野におけるサイバーセキュリティに関するガイドライン」等も踏まえ、提供するサ
ービスの内容に応じた適切なセキュリティ対策を講じているか。

情報システ
ム 管 理 規
程、ネットワ
ークセキュリ
ティ規程

11 □ インターネット取
引における顧客
対応
【監督指針Ⅱ－
２－４―2（１）
③④】

a. インターネット上でのID・パスワード等の個人情報の詐取の危険性、類推されやす
いパスワードの使用の危険性（認証方式においてパスワードを利用している場合に
限る。）、被害拡大の可能性等、様々なリスクの説明や、顧客に求められるセキュ
リティ対策事例の周知を含めた注意喚起等が顧客に対して十分に行われる態勢
が整備されているか。

b.インターネット取引に関し、外部委託がなされている場合、外部委託に係るリスクを
検討し、必要なセキュリティ対策が講じられているか。

情報システ
ム 管 理 規
程、ウィルス
対策規程

外部委託管
理規程、外
部委託に関
する記録

12 □ 犯罪発生等報
告書
【監督指針Ⅱ－
２－４―２（２）
①】

a. インターネット取引における不正アクセス・不正取引を認識次第、速やかに「犯罪
発生報告書」にて管轄行政庁に報告しているか

犯罪発生報
告書

以 上


